
R3.9.13 カーボンニュートラルやまがた推進会議

Carbon Neutral Challenge 2050

～本県を取り巻く状況と今後の対応～

資料１



１．日本の温室効果ガス削減目標の推移と山形県のゼロカーボン宣言

(1) 地球温暖化対策計画（2016年5月閣議決定）

2030年度において温室効果ガスを2013年度比26％削減

2050年までに 温室効果ガスを2013年度比80％削減

(2) 第203回臨時国会 菅総理所信表明演説(2020年10月)

「2050年までに、温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする」

(3) 気候変動に関する首脳会議における菅総理の表明(米国主催、2021年4月)

・日本は、2030年度の温室効果ガス削減目標を2013年度比46％減に引き上げ
・さらに50％の高みに向けて挑戦を続けていく

全国知事会
「第1回ゼロカーボン社会構築プロジェクトチーム会議」（2020年8月）

ゼロカーボンやまがた2050 を宣言★山形県

2050年までに温室効果ガスの排出を全体としてゼロに



₂

２．ゼロカーボンやまがた2050達成イメージ～第４次山形県環境計画(2021.3)より～
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３． 部門別二酸化炭素排出量から見る本県の課題

運輸部門の内訳

最新値(2018年度)

産業が約3割
(中小企業が大半)

運輸の割合が高い
（大半は自動車）

家庭の割合が高い
（特に冷暖房）

➡「産業部門」
「運輸部門」
「家庭部門」
での取組みが特に必要



４．ゼロカーボンやまがた2050工程表 ～第４次山形県環境計画(2021.3)より～



５．今年度策定するカーボンニュートラルやまがたアクションプラン

2050年カーボンニュートラルの実現に向け、

・足元の5年間で

・県民・団体・事業者等が

・今後主体的に行う取組みを明示し

・それぞれの行動に結びつける

～2025年

カーボンニュートラルやまがた
アクションプラン



６．アクションプラン策定体制

カーボンニュートラルやまがた推進会議

・知事 ・市町村（市⾧会、町村会）

・事業者（経済界,工業,自動車.交通. 運輸.住宅,家電,再エネ,農業,林業）

・一般県民（消費者団体,高校生,大学生/社会人）・小中学校(教員,PTA)

・アドバイザリーボード代表

アドバイザリーボード

アクションプラン

骨子案・案

・学識経験者

・国立研究開発法人国立環境研究所

・東北経済産業局

アクション

プラン
議論・検討

会議事務局

・県環境エネルギー部 ・各部局

助言

第1回（9月13日）

第2回（11月ごろ）


